
の推進

上位政策 06 地球環境にやさしいまち

施策統括課 環境政策課 施策統括課長名 岩澤　純二

関連課 環境政策課、ごみ対策課

関連する 東久留米市第二次緑の基本計画、東久留米市第二次環境基本計画、東久留米市一般廃棄物処理基本計画、東久留米市分別収集計

個別計画等 画

家庭ごみの有料化、ごみ対策課庁舎の建替え
予定計画事業

・市民一人ひとりが身近な環境にとどまらず、地球規模に至る環境への理解を深め、環境に

施

やさしいまちづくりに

策

参画し
施策に対する

よ

評

うとする意識を醸成す

価

るため、関連する情報

表

や学習の機会の提供に

(

努める。
基本的な考え

2

方
・環境に与える負荷

9

を低減し、環境にやさ

年

しい地域社会を築くた

度

め、市民、事業者、行

実

政がそれぞれの責務を

績

明確にした
（第4次長

評

期
うえで、三者一体と

価

なった資源循環型社会

と

のシステム構築を推進

3

する。
総合計画より）

1

基本事業名（1～3）

年

第4次長期総合計画に

度

おける方向性
・市内環

方

境の定期的な調査を実

針

施するとともに、環境

)

への影響の大きい事業

１

者に適切な指導を行う

　

。
15-01 ・イベン

施

トや学習機会、さまざ

策

まな媒体を活用した情

の

報提供を通じ、市民の

概

環境問題に関する知識

要

や意識を醸成する機会

（

総合的環境施策の をつ

第

くる。
・自然環境に関

4

する調査や外来種への

次

対応を行い、生き物の

長

生育する環境を守り、

期

多様な生き物の保護に

総

努める。
推進

・市民の

合

地域社会に対するマナ

計

ー向上また相互理解へ

画

の啓発を図り、市民の

（

良好な生活環境の維持

後

に努める。
・環境に対

期

する市民や事業者の活

：

動を推進するとともに

2

、広く活動の輪を広め

8

ていく。

・一般廃棄物

年

処理基本計画の基本方

度

針に沿ってごみ処理を

～

展開し､より一層のご

3

みの排出抑制､減量化

2

､資源化を積極的に
1

年

5-02 推進し､環境

度

への負荷の少ない資源

）

循環型社会の形成をめ

に

ざす。

資源循環型社会

掲

の ・市民･事業者･行

げ

政がそれぞれの役割と

る

責任を十分に認識し､

事

相互に協力･連携する

項

ためのパートナーシッ

）

プの構築を図り
、ごみ

施

減量化の仕組みづくり

策

を進める。
推進

・家庭

名

ごみ有料化については

1

、これまで行ってきた

5

ごみ減量化・資源化対

環

策の結果を踏まえて、

境

有効な実施方法や時期

負

、
費用対効果を含めて

荷

総合的に検討する。

低減



期総合計画における方向性

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

環境にやさしいと思う生活や活動を行ってい
1 ％ 63. 7 63. 0 67. 8

る市民の割合

回収日数　※週5日収集（回収）
2 日 259 259 259

3

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

本施策を構成する事務事業数 本 32 34 22

トータルコスト 千円 1,771,654 1,911,606 2,187,624

　　　　　　　　　　　　事業費（内書き） 千円 1,671,055 1,784,618 1,907,525

　　　　　　　　　　　　人件費（内書き） 千円 100,599 126,988 280,099

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：28年度～32年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第4次長



と

と比較すると、家庭ご

し

みの収集量は約3％、

て

1人1
日あたりのごみ

、

排出量は約2.8％の

、

減、総資源化率は約6

不

.5
％の増という状況

法

であり、市民の皆さま

投

のご理解・ご協力
2 の

棄

もとに、ごみの減量化

な

・資源化が図られてい

ど

ると考えら
れる。
・家

さ

庭ごみ有料化によるご

ま

み減量化だけでなく、

ざ

今後も、
今までごみと

ま

して排出されていたも

な

のを資源化するために

環

、生ごみの堆肥化、可

境

燃ごみ中の紙類の資源

問

化、小型家電
の回収、

題

不法投棄の撲滅、環境

４

に

学習会、自治会説明会

対

、各
種店舗へのごみ減

し

量化・資源化協力店へ

、

の登録依頼といっ
たご

定

みの減量化・資源化に

期

向けた取り組みを継続

的

すること
により、市民

な

、事業者、行政がそれ

調

ぞれ主体となって、分

査

別排出への意識改革を

　

ご

図っていく必要がある

み

。

3

のポイ捨てや騒音

基

、ペットの鳴き声やふ

本

んなどへの対策と、一

事

人ひとりの
を行い、関

業

連機関との連携・協力

に

のもと適切な対応が求

つ

め ルール・マナーの向

い

上や地域で解決につな

て

げるための相互理解や

（

環境づくりを
られてい

1

る。 進めていく。
・ま

～

た、身近な生活環境対

3

策の推進や環境につい

）

てさまざ ・また、市内

現

には数多くの環境保全

状

活動を行う団体があり

と

、こうした団体と協
ま

課

なことを学ぶことがで

題

きる機会を充実するこ

3

とにより市 働し、環境

1

について学び、解決に

年

向けた行動の輪を広げ

度

る機会づくりとして、

に

民等の環境問題への理

向

解を高めていくことが

け

求められてい 環境フェ

た

スティバルの開催を推

方

進していく。
る。 ・地

向

球温暖化問題について

性

は、市民、事業者に対

・

して省エネルギー化に

市

向けた
・地球温暖化問

民

題は年々深刻さを増し

の

、国際的な協調のも 啓

快

発、対策方法について

適

の情報発信、意識啓発

な

の向上のための取り組

生

みを進め
とに喫緊に対

活

策を講じる必要があり

環

、主な原因とされてい

境

ていく。
る温室効果ガ

の

スを減らすためには、

た

日々の生活のなかでの

め

1 節電など一人ひとり

に

の身近な取り組みが重

は

要であり、市役
所内は

、

もとより、広く市民や

大

事業所へ普及・啓発す

気

る必要
がある。

・資源

汚

循環型社会を推進して

染

いくためには、資源の

や

有効活 ・戸別収集と家

水

庭ごみ有料化の実施に

質

伴う検証を行うととも

汚

に、さらなる家庭
用、

濁

省エネルギー、ごみの

・

減量化、廃棄物の適正

人

処理など ごみの減量化

に

・資源化へ向け、市民

も

、事業者、行政がそれ

生

ぞれ主体となって、
の

き

推進が求められている

物

。また、最近の一世帯

に

当たりのご 分別排出へ

も

の意識改革を図ってい

や

く。また、資源循環型

さ

社会の推進については

し

みの総排出量は、市民

い

のごみの減量意識の向

ま

上により、や 、3Rの

ち

推進、ごみの減量化・

づ

資源化のための資源物

く

回収の支援や廃棄物の

り

発生
や減少傾向で推移

を

しているが、3R(リ

進

デュース、リユース 抑

め

制の推進についての取

る

り組みも継続して実施

た

していく。
、リサイク

め

ル)の推進により、一

に

層の排出抑制と循環型

、

シ
ステム構築に向けた

身

さらなる取り組みが求

近

められている。
・平成

な

29年10月より家庭

問

ごみ有料化を実施した

題

ところ、平
成28年度



第二次環境基本計画」に基づき環境保全のための取り組みを進め

ていく。また、平成29年度に策定した「第三次地球温暖化対策実行計画」に基づき、地球温暖化問題の取り組みを進める。

・資源循環型社会の推進については、平成29年10月からの家庭ごみ有料化の実施に伴う検証を行うとともに、一般廃棄

４

物処理基

本計画及び分

　

別収集計画に基づき環

基

境への負荷が少なく、

本

資源が循環していくま

事

ちづくりを実現するた

業

めには、市民及び事業

に

者

の環境に対するより

つ

一層の意識向上が不可

い

欠であり、今後も市と

て

して必要な情報提供を

（

行い、ごみの減量化、

4

資源化に向けた意

識の

～

醸成と理解を深めるた

5

めの取り組みを進める

）

。

６　31年度の施策

現

の位置づけ 重点施策以

状

外

と課題 31年度に向けた方向性

4

5

５　31年度に向けた施策方針

・総合的環境施策の推進については、平成27年度に策定した「


